障害のある方の自立を支え、普通に暮らせるまちづくりを進めるため、

障害者自立支援法案について、十分な審議を求める意見書 

　国においては、障害児・者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスにかかる給付その他の支援を行うことにより、安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与するため、今国会に障害者自立支援法案が提出されている。 

　この法案は、現行の支援費制度の課題である知的・身体・精神の障害種別ごとに大きなサービス格差があること、全国共通のルールがないこと、地域におけるサービス供給体制が異なるなどへの対応として、次の５つのポイントを改革しようとするものである。 
①障害児・者福祉サービスの「一元化」を図る。 

②障害者がもっと「働ける社会」づくりを進める。 

③地域の限られた社会資源を活用できるよう「規制緩和」を図る。 

④公平なサービス利用のための「手続きや基準の透明化、明確化」を図る。 

⑤増大する福祉サービスの費用を皆で負担し、支え合う仕組みを強化する。 
　このようにこの法案は、障害者が社会の一員として地域で普通に暮らすため、必要とされる社会的・福祉的支援を計画的に推進しようとするものとして、障害の種類にかかわらず、共通の制度で福祉サービスが受けられるほか、国の財政責任が明確化されるなどのメリットがある反面、サービスの量や所得によって負担する仕組みに対しては、減免措置や経過措置が設けられるとはいえ、利用者の負担増となる。 

　よって、国におかれては、「障害者自立支援法案」の審議にあたっては、関係者の意見を聞き、障害児・者の方々に過度の負担がかからないような配慮のもと、十分な慎重審議を行うことを強く要望する。 
平成１７年　７月　８日
